




















































































CiNii Books を利用する。現行の教職課程のカリキュラムが 2017 年 11 月に作成された教職課程コアカリ









1 教職概論 岩本泰, 小玉敏也, 降旗信一編著 教職概論：「包容的で質の高い教育」のために 2019.09 学文社
2 教職概論 新潟医療福祉大学教職実践研究会編 教職概論：ワークシートを用いた実践的理解
（新版）
2019.05 大学教育出版





















18 教職入門 古橋和夫編 ; 矢萩恭子 [ほか著] 教職入門 ：未来の教師に向けて （新訂） 2018.03 萌文書林
19 教師論 中嶋みさき, 中井睦美編著 教師論：やさしく学ぶ教職課程 2020.05 学文社
20 教師論 佐久間亜紀, 佐伯胖編著 現代の教師論：アクティベート教育学2 2019.04 ミネルヴァ書房
社文学90.8102論師教る創を代次著編弘雅野長 ,夫俊池小論師教12
3. 教職概論テキストにおける進路選択とキャリア形成の記述
















1 章にわたって説明している一例として、佐久間・佐伯編（2019）の内容を確認する。第 8 章「学校を
構成する様々な専門職―チームとしての学校―」がチームとしての学校を説明する章としてあてられてお
り、「1「チームとしての学校」に込められた 3つの願い」「2「チームとしての学校」の組織構造」「3「チー
ムとしての学校」を担う教師の未来像」の 3節で構成されている。同書は全体で 14 章構成で 262 頁だが、
そのうち 21 頁をこの第 8章にあてている。第 1節では、2015 年答申に至る経緯として「学校評議員制度」
「学校支援地域本部」「放課後子ども教室」コミュニティ・スクール」「地域学校協働本部」など学校運営
に関するいくつかの政策が紹介され、それがチームとしての学校という政策にどのように結実したかが理










一例として赤星編（2019）を確認すると、「第 2 章教職の意義と役割」の「第 1 節教職はどんな仕事か」









業について明確に言及しているのは、本稿が分析対象とする 21 冊のなかでは、梨本ほか（2018）の 1 冊
に限られる。同書では、第 14 章「学校教育を支えるさまざまな人材」と第 15 章「地域の教育環境を支え














































































































2  令和 3 年度開設用の『教職課程認定申請の手引き』においては p157 に記載。なお、幼稚園教諭養成課程と保育士
養成課程の科目を併せ行う場合の科目名称例として「保育者論」も示されているが、本稿では分析の対象外とした。
3  2020 年 5 月刊行分までを検索対象とした。なお、CiNii Books では 2018 年 12 月刊行とされる青木ほか（2017）は、
2018 年 12 月は 2 刷の発行年であり、初刷の発行年は 2017 年 12 月で今回の分析対象となる期間外の刊行であるこ
とから、今回の分析対象からは除外した。
4  岩本ほか（2019）では、第 6 章と第 7 章がコアカリキュラムの定める「チーム学校への対応」に沿った内容である
と序章（p12）で述べられているが、6 章でコミュニティスクールを説明する文脈でさまざまな専門職が学校に関与
していることに言及しているものの、「チームとしての学校」という用語について詳細に説明している箇所は見当
たらなかった。また、教職課程研究会編（2018）では、2015 年答申の存在を示して、学校の組織運営改革の 1 つと
して「専門性に基づくチーム体制の構築」について言及があるものの、岩本ほか（2019）と同様に「チームとして
の学校」という用語について詳細に説明している箇所は見当たらなかった。
5  具体的な職としては、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、部活動指導員、学校の事務職員、司
書教諭・学校司書、日本語教師、特別支援教育に関わる専門職、栄養教諭・学校栄養職員、文部科学省の職員、社
会教育施設に関わる職員、地方公務員、社会教育主事、公民館主事、図書館司書、博物館学芸員、社会教育施設に
おける指導系職員、子供会、スポーツ少年団、地方公共団体の行政委員会、NPO 等の職員、放課後児童クラブの
支援員、児童館の職員、保育し、社会福祉士・社会福祉主事、児童福祉司・児童指導員、民生委員・児童委員、少
年の更生保護に関わる専門的職員、少年の更生保護に関わる地域人材、を取り上げている。
6  たとえば教職課程でこそ教育格差について教えるべきだという松岡（2019）のような主張もあり、現在教職課程コ
アカリキュラムに含まれていないが大学生に教えるべきだという内容についても検討が必要であろう。

